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業務実績
企業の同種業務の実績は、企画競争参加資格の要件を確認す
るために用いるため、これらを満たさない者の企画提案書の特
定は行わない。

数値化しない 要件を満たしている 要件を満たしている

「プラチナえるぼしの認定」、「えるぼし１～３段階目の認定」（い
ずれの段階においても「評価項目３：労働時間等の働き方」の基
準を満たしていることが必要。）を取得している場合又は一般事
業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策
定・届出（常時雇用する労働者の数が１００人以下の企業に限
る。）をしている場合には優位に評価する。
①　プラチナえるぼし
②　えるぼし（３段階目）
③　えるぼし（２段階目）
④　えるぼし（１段階目）
⑤　一般事業主行動計画

① ５
② ４
③ ３
④ ２
⑤ １

「くるみん認定」（平成２９年３月３１日までの基準、平成２９年４月
１日から令和４年３月３１日までの基準、令和４年４月１日から令
和７年３月３１日までの基準又は令和７年４月１日以後の基準）、
「プラチナくるみん認定」又は「トライくるみん認定」（令和４年４月
１日から令和７年３月３１日までの基準又は令和７年４月１日以
後の基準）を取得している場合又は一般事業主行動計画(計画
期間が満了していないものに限る。)を令和７年４月１日以後に策
定又は変更(常時雇用する労働者の数が１００人以下の企業に
限る。)をしている場合には優位に評価する。
① 「プラチナくるみん認定」
② 「くるみん認定（令和７年４月１日以後の基準）」
③ 「くるみん認定（令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで
の基準）」
④ 「トライくるみん認定（令和７年４月１日以後の基準）」
⑤ 「くるみん認定（平成２９年４月１日から令和４年３月３１日まで
の基準）」
⑥ 「トライくるみん認定（令和４年４月１日～令和７年３月３１日ま
での基準）」
⑦ 「くるみん認定」（平成２９年３月３１日までの基準）
⑧　一般事業主行動計画（令和７年４月１日以後の基準)

① ５
② ４
③ ３
④ ３
⑤ ３
⑥ ３
⑦ ２
⑧ １

「ユースエール認定」を取得している場合には優位に評価する。 ４

業務実施体制

業務実施に必要な分担が的確に記載されている場合、優位に評
価する。なお、下記に該当する場合は特定しない。
①　業務の分担構成が不明確又は不自然な場合。
②　再委託の内容が主たる部分の場合、再委託の理由が記載さ
れていない場合又は不明確な場合。
③　記載がない場合。
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過去１０年間の同種業務
の実績の内容

平成２７年度以降に同種業務の実績がない場合は特定しない。 数値化しない 要件を満たしている 非特定

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。 １５ １４ －

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合、優位に評
価する。

１５ １１ －

着眼点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理されてお
り、本業務を遂行するに当たって有効性が高い場合に優位に評
価する。

１５ １３ －

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。 １５ ９ －

参考見積
提示した業務規模と大きくかけ離れているか、又は提案内容に
対して見積が不適切な場合には特定しない。

数値化しない 適切である －

７５ ６２ －

０

企画提案者

予定管理技術者の経験及び
能力

実現性

業務分担及び業務実施体制の妥当性

過去１０年間の同種業務の実績の内容・件
数

女性の職業生活における活躍の推進に関す
る法律に基づく認定等（えるぼし・プラチナえ
るぼし認定企業、一般事業主行動計画策定
企業）

評価項目

評価の着目点

配点

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

特定テーマに対する企画提
案

特定テーマ
「本業務特記仕様書第３条２
（１）「南富良野町をフィールド
としたエコ＆セーフティドライ
ブ実地検証」の①について、
多くの参加者を呼び込むた
めの効果的な広報などの実
施方針及び留意点」

的確性

実施方針・実施フロー・工程
表・その他

業務理解度

業務コストの妥当性

実施手順

　　　　　  　　　　　代表者　　　事務所長　　鈴木　広一
決   定   日　： 令和７年８月１８日

特定企業名　：　応用地質株式会社　北海道事務所

５

業 　務 　名　：　北海道開発局　脱炭素施策整理検討業務

　　　　　  　　　　　住　 所　　　札幌市中央区北１条東１丁目２番５号

次世代育成支援対策推進法に基づく認定等
（くるみん・プラチナくるみん・トライくるみん認
定企業、一般事業主行動計画策定企業）

青少年の雇用の促進等に関する法律に基
づく認定（ユースエール認定企業）

ワーク・ライフ・バランス等の
推進に関する指標の適合状
況

　【※複数の認定等に該当する場合には、最も配点が高い区分により加点を行う。】


